
＜被害把握ツール＞

◆令和７年７月に「被害把握ツールアプリ」をリリース。
◆スマートフォン等により、現場で被災箇所の被害写真、位置情報、被害

状況をクラウド上のデータベースに登録。
◆簡易的に被害額を算定することも可能。
◆これらの被害情報は、クラウド上のデータベースから関係機関にリアルタイ

ムで共有可能。
◆被害報告書はアプリのボタンをクリックするだけで作成可能。

農地・農業用施設等災害復旧支援システムの内容※

＜災害事務ツール（仮称）＞

※具体的な機能は今後の検討に応じて変更する場合がある。

◆被害情報（被害把握ツールで登録、連携）、査定設計書、補助金
交付等に係るデータ等をクラウド上のデータベースで一元管理。

◆入力したデータの自動集計（市町村、都道府県単位）や所定の様
式（査定設計書、交付申請書等）で出力可能。

◆データベースを活用した予算管理や、デジタル化された査定設計書を用
いたリモート査定も実現可能。

◆将来的には、遠隔地から技術支援の実施も視野。
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農地・農業用施設等災害復旧支援システムの開発計画と令和８年度の予定
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近年、自然災害が激甚化・頻発化する中、農地等の災害復旧事業の実施主体となる地方公共団体の技術系職員が減少している
ことなどから、農地・農業用施設等災害復旧支援システムを構築・運用し、災害復旧に関する業務の効率化・迅速化を図る。

農地・農業用施設等の災害
復旧に関する業務※の効率化・
迅速化を図るため、「被害把握
効率化」、「災害事務効率化」
を行うシステムを構築する。

令和７年度 令和８年度 令和９年度以降

被害把握
効率化

災害事務
効率化

設計・開発
（査定設計書作成まで

の業務）

運用（令和８年４月から）試行運用設計
開発

地方公共団体等利用者の意見を踏まえ改良

一部運用試行運用
（令和８年度中を予定）

試行運用設計・開発
（補助金交付、予算管理の業務）

※ 被害把握、被害報告、査定設計書作成、
補助金交付、予算管理 等



被害把握ツール

◆ スマートフォン等により、現場で被災箇所の被害写真、位置情報、被害状況をクラウド上のデータベースに登録。
◆ 簡易的に被害額を算定することも可能。
◆ これらの被害情報は、クラウド上のデータベースから関係機関にリアルタイムで共有可能。
◆ 被害報告書はアプリのボタンをクリックするだけで作成可能。

スマートフォン等で写真撮影

位置情報の登録

スマホの画面操作イメージ PCの画面操作イメージ

被害額の簡易的算定
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1 所在地 新潟県魚沼市三
渕沢406-2

工種 ため池
細分 なし

復旧工法 全面復旧(前刃金)
箇所番号 訓練_魚沼市04
被災日 令和8年4月1日
被害額 43,200千円
メモ

被害報告書の作成
箇所別の資料作成
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リアルタイムでの情報共有

スマホの撮影操作画面

延長や断面等の入力で算定も可能
管内の被害状況を把握・整理が容易に

任意の期間で被害報告書作成が可能パワーポイントで加工が可能



申請者
（地方公共団体）

立会官
（財務省）

査定官
（農水省）

・ クラウド上のDBにある査定設計書、被害写真等を活用し、
査定官、立会官、申請者（地方自治体）がそれぞれの
場所でリモート確認。

・ クラウド上のDBを活用し、遠隔地から査定設計書の
作成支援が可能。

被災市町村等応援派遣者（地方公共団体)、
建設コンサルタント等

技術支援

災害事務ツール

クラウドDB

自
動

増高申請

交付申請

査定調書

計画概要書

被害報告（全国集計）

閲覧・編集
査定情報等の入力

リモート査定リモートによる技術支援

他のシステム※
データ連携

被害把握ツール 登録

・ 災害事務ツールでは、査定箇所ごとに査定情報
や補助金交付等に関する情報を入力し一元的に
管理

・ 査定に関する様式や交付申請など所定の様式に
自動反映し出力が可能

・ 被害情報や査定情報を都道府県単位や市町村
単位で整理が可能

被害情報を
DBに一元化

※ 地方公共団体等が開発・運用する
被害情報管理に関するシステム
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